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「第８期長野県高齢者プラン」（案）に係るパブリックコメントの実施結果について 

 

  １ 募集方法等 

    県ホームページなどを通じて、令和３年４月 30 日（金）から５月 30 日（日）までの 31 日

間、パブリックコメント（県民意見公募手続）を実施しました。 

 

  ２ 提出のあった意見・提言数 

    28 件（１団体） 

 

  ３ 意見の内容と県の考え方 

    ※記載のページは、パブリックコメント実施時の計画案のページです。 

No 
計画案の該当箇所 

意見の内容 県の考え方 
項 項目 

１ 32 

第１編  

第 2 章 

第 1 節 

2025 年 及

び 2040 年

の高齢者の

状況 

【長野県が目指す地域包括ケア体制の

解説】④ 

○ ３つ目の冒頭に次の下線部を追加

することを提案します。 

・市町村の重層的支援体制整備事業

が推進され、介護（地域支援事

業）、障害（地域生活支援事業）、

子ども（利用者支援事業）、困窮

（生活困窮者自立相談支援事業）

の相談支援が連携を図り、本人・

世帯の属性に関わらず受け止め

る、断らない相談支援が行われて

います。 

市町村・地域包括支援センターで受

けた様々な相談を適切に関係機関につ

なぐなど、市町村における包括的な支

援体制の整備の必要性を踏まえ、「介

護（地域支援事業）、障害（地域生活

支援事業）、子ども（利用者支援事

業）、困窮（生活困窮者自立相談支援

事業）の相談支援が連携を図り、本

人・世帯の属性に関わらず受け止め

る、包括的支援が行われています。」

と記載を修正します。 

２ 33 

第１編 

第 2 章 

第 3 節 

2025 年 及

び 2040 年

の高齢者の

状況 

【医療・介護関係者に期待される役

割】と【企業・NPO 等に期待され

る役割】の間に 

○ 次の項目を追加することを提案し

ます。 

【社会福祉法人に期待される役割】 

社会福祉法人は、地域における公

益的な取り組みを実施する責務があ

るとされました。社会福祉事業又は

公益事業を行うにあたり、他の主体

では困難な福祉ニーズ等に対する役

割が期待されます。 

 社会福祉法人がその公益性から地域

において重要な役割が求められている

ことについてはご指摘のとおりであ

り、そのことを前提として、「医療・

介護関係者」の連携のあり方について

記載したものです。 
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No 
計画案の該当箇所 

意見の内容 県の考え方 
項 項目 

３ 35 

第１編 

第２章 

第２節 

第８期計画

の重点分野

と施策体系 

(4) 生活支援の充実 

表の「生活支援サービスの充実

を感じている居宅要介護認定者の

割合」を 

  

○ 「生活支援サービスの充実を感じ

ている事業対象者、居宅要支援認定

者、居宅要介護認定者の割合」に変

更することを提案します。 

 

 

 ご指摘を踏まえ、「生活支援サービ

スの充実を必要と感じている居宅要支

援・要介護認定者等の割合」に記載を

修正いたします。 

 なお、この項目の評価は、「居宅要

支援・要介護認定者等実態調査」によ

り行うこととしており、事業対象者に

ついても含めたものとなっておりま

す。 

４ 36 

第１編 

第 2 章 

第 2 節 

第８期計画

の重点分野

と施策体系 

(8)災害・感染症対策の推進 

○ 本文に下線部分の追加を提案しま

す。 

自然災害から避難するための実効

性ある計画（避難確保計画、非常災

害対策計画の策定を進めるととも

に、自然災害や感染症の発生時にも

業務を継続できるよう事業継続計画

（BCP）等の策定を支援し、研修や

訓練を促します。 

介護施設・事業所と市町村が連携

した災害訓練とその検証を積極的に

推奨します。 

介護施設・事業所のＢＣＰ策定やそ

れに基づく研修、訓練の実施を支援す

るため、市町村が事業者向けの研修を

実施し、県が財政的な支援を行うこと

としており、市町村と連携した災害訓

練を推奨する等のご意見の趣旨につい

ては、この支援の中で、反映されるよ

う努めてまいります。 

５ 45 

第２編 Ⅰ 

第２章 

第 1 節 

フレイル対

策の総合的

な推進 

【施策の方向性】 

◆普及・啓発の本文 

「…、地域住民に対して普及啓発を

行います」 について 

○ 次の文章に変更して取り組むこと

を提案します 

「地域住民に対してマスメディア

利用や全戸チラシ配布などによる積

極的な普及啓発を行います」 

フレイル対策については、「保健事

業と介護予防の一体的実施」として事

業を市町村で行いますので、ご提案の

趣旨も含めて、市町村と意見交換しな

がら進めてまいります。 

６ 46 

第２編    Ⅰ 

第２章 

第２節 

低栄養対策

の推進 

◆低栄養対策 

「貧困」「セルフネグレクト」に

関する項目がありません。 

○ 5 項目として追加提案します 

・低栄養状態に至っている要因を探

り、背景に貧困やセルフネグレク

ト等の課題がある場合には、適切

な機関や専門職につなぎ支援しま

す。 

低栄養状態に至った要因を探ったう

えで、それぞれに必要な専門職等と連

携していく必要性についてご意見をい

ただいたものと考えています。 

 地域ケア会議への管理栄養士・栄養

士の参画を支援することとしておりま

すので、個別の課題に対して必要な専

門職につなぐ役割を果たせるものと認

識しています。 
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No 
計画案の該当箇所 

意見の内容 県の考え方 
項 項目 

７ 48 

第２編 Ⅰ 

第２章 

第３節 

介護予防の

推進と地域

のつながり

の促進 

【施策の方向性】 

◆市町村支援 ・４点目 

……、生活支援コーディネーター

の資質向上や取組事例の共有等を行

います。 

 

○ 資質向上の前に「研修や情報の提

供などにより」の文言を入れること

を提案します 

ご意見の趣旨は、第３章第３節「生

活支援サービスの充実」に記載の◆市

町村等への支援において、具体的に記

載しています。 

８ 51 

第２編 Ⅱ 

第 3 章 

第 1 節 

地域の実情

に応じた地

域包括ケア

の推進 

【主な事業】  

表 関係機関 ・集団指導 について 

 

 

〇 集団指導の他に次の事業の追加と

実施を提案します。 

・介護保険事業所と障害サービス事

業所の合同研修会の開催 

 

 ご指摘の障がい分野の利用者が、高

齢となり、介護保険サービスに移行す

る際、これまで利用できていたサービ

スが利用できなくなることについて、

ご要望をいただいています。 

ご本人のご希望や状況に応じて、必

要なサービス利用が円滑に行われるよ

う、利用者への情報提供や事業者連携

等を積極的に行っている例があり、長

野県自立支援協議会などで好事例の展

開等を行うよう努めてまいります。 

９ 52 

第２編 Ⅱ 

第 3 章 

第 2 節 

地域ケア会

議の推進 

【施策の方向性】 

◆関係機関との連携 

○ 次の下線部を加筆することを提案

します 

・地域ケア会議に、医療や介護に限

らず高齢者及び高齢障がい者の生

活に関わる諸問題……。 

 高齢障がい者への個別課題支援につ

いて、地域ケア会議から排除されるも

のではありません。 

 

10 55 

第２編 Ⅱ 

第 3 章 

第 4 節 

在宅生活を

支援するサ

ービスの充

実 

【施策の方向性】 

◆２項目目、・２つ目「また、経営者

等の高齢化により事業継続ができな

い宅幼老所について、事業継承のた

めの取組みを検討します 

○ 文章の変更を提案します 

また、経営者等の高齢化などによ

り事業継続ができない宅幼老所につ

いて、事業継承できる支援体制づく

りを検討します。 

原案においても「経営者の高齢化等

により事業継続ができない宅幼老所に

ついて」としております。 
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No 
計画案の該当箇所 

意見の内容 県の考え方 
項 項目 

11 57 

第２編 Ⅱ 

第 3 章 

第 5 節 

家族介護者

への支援 

【施策の方向性】 

◆市町村等への支援 

・「介護の社会化」を進めるために

介護保険が導入されたものの……

主な担い手となっている場合が多

く… 

○ ・４項目目として次の項目の追加

提案をします。 

・同居家族がいる場合でも、家族負

担に応じて介護保険の訪問介護

（生活援助）を柔軟に提供できる

ように、保険者・市町村に制度運

営の適切な支援をします。 

ご指摘の箇所については、家族介護

者の精神的な負担についての課題を記

載したものでしたが、表現があいまい

であったので、記載を明確化し、 

「「介護の社会化」を進めるために介

護保険制度が導入され、サービス提供

体制は構築されてきたものの、「令和

元年度実態調査」によると、40.0%の

介護者が、「精神的なストレスがたま

っていること」を困っていることに挙

げており、家族介護者の負担軽減が必

要です。」に修正します。 

なお、家族介護者の精神的負担軽減

については、「第３章第５節家族介護

者への支援」の「◆市町村等への支

援」の部分で支援してまいります。 

12 57 

第２編 Ⅱ 

第 3 章 

第 5 節 

家族介護者

への支援 

【施策の方向性】 

◆資質の向上 

ケアマネジャーや地域包括支援セン

ター職員がリンクワーカー的な役割

を果たしていけるよう質の向上を図

ります。  

○ 本文中の 「リンクワーカー的

な」を 

「専門職としての」に変更するこ

とを提案します。 

ご指摘を踏まえ、当該箇所について

は、「介護者に身近なケアマネジャー

や地域包括支援センターの職員が、家

族介護者への支援においても専門職と

しての役割を果たしていけるよう、資

質の向上を図ります。」と修正しま

す。 

13 57 

第２編 Ⅱ 

第３章 

第５節 

家族介護者

への支援 

現状と課題・４項目目 

「その一方で、介護離職や家族によ

る虐待などの不幸な事件が社会問題

化しています。」 

○ 文章表現の変更を提案します。 

「その一方で、介護離職や家族に

よる虐待などが社会問題化していま

す。」 

 ご指摘を踏まえ、修正いたします。 



5 

 

No 
計画案の該当箇所 

意見の内容 県の考え方 
項 項目 

14 66 

第２編 Ⅱ 

第５章 

第１節 

医療・介護

等の連携に

よる認知症

高齢者等へ

の支援 

【施策の方向性】 

◆市町村等への支援 

○ ２点目として次の項目の追加と実

施を提案します。 

・認知症高齢者等の支援として、意

思決定支援に関する研修会を実施

します。  

○ ・３点目として次の項目の追加と

実施を提案します。 

・どの市町村においても、認知症高

齢者等の権利擁護支援及び意思決

定支援として、判断能力の状況に

応じた法定後見制度や任意後見制

度の活用ができるよう、中核機関

の設置を支援します。 

ご意見の趣旨は「第９章第１節高齢

者の権利擁護」の「◆成年後見制度の

利用促進」の部分で、記載していま

す。 

15 66 

第２編 Ⅱ 

第５章 

第１節 

医療・介護

等の連携に

よる認知症

高齢者等へ

の支援 

【施策の方向性】 

◆医療・介護従事者への支援 １項目

目 

○ 下線部分を追加することを提案し

ます。 

・認知症の人に対して本人主体の医

療・看護、介護を提供するため、

意思決定支援に基づいた多職種の

医療・介護従事者向け研修会を引

き続き開催します。 

 ご意見の趣旨を踏まえ、「認知症の

人に対して本人主体の医療・看護を提

供するため、意思決定支援に基づいた

多職種の医療従事者向け研修会を引き

続き開催します。」と記載を修正しま

す。 

 なお、介護従事者についても「第５

章第１節医療・介護等の連携による認

知症高齢者等への支援」の「◆医療・

介護従事者への支援」の部分で人材育

成などの支援をしてまいります。 

16 66 

第２編 Ⅱ 

第５章 

第１節 

医療・介護

等の連携に

よる認知症

高齢者等へ

の支援 

【施策の方向性】 

◆市町村への支援 ・２点目として 

○ 次の項目を追加提案します。 

・認知症高齢者の権利擁護が推進さ

れるように、本人情報シートを有

効に活用し、成年後見制度の利用

促進がなされるために、市町村等

の支援を行います。 

ご意見の趣旨は「第９章第１節高齢

者の権利擁護」の「◆成年後見制度の

利用促進」の部分で、記載していま

す。 

17 70 

第２編 Ⅱ 

第 5 章 

第 3 節 

若年性認知

症施策の推

進 

【施策の方向性】  

◆「県民への啓発」 ・1 点目 

・若年性認知症……引き続き実施し

ます。 

○ ２点目に次の項目を追加すること

を提案します。 

・介護、医療、障がい福祉等分野の

従事者への啓発の研修会を実施し

ます。 

ご意見の趣旨は、「第５章第１節医

療・介護等の連携による認知症高齢者

等への支援」の「◆医療・介護従事者

への支援」部分で、関係者への若年性

認知症に関する理解、他分野との連携

の必要性の理解についても周知してま

いります。 



6 

 

No 
計画案の該当箇所 

意見の内容 県の考え方 
項 項目 

18 72 

第２編 Ⅱ 

第 6 章 

第 1 節 

介護人材の

確保・定着 

【施策の方向性】  

◆入職促進 

○ ・３点目に次の項目を追加提案し

ます 

・福祉・介護人材マッチング支援事

業等における介護の仕事の魅力に

ついての普及啓発、及び入職前の

教育研修の充実を図ります。 

ご意見の趣旨については、現在も

「福祉・介護人材マッチング支援事

業」において取組んでいるところです

が、ご意見を踏まえ、内容の充実に努

めてまいります。 

19 72 

第２編 Ⅱ 

第 6 章 

第 1 節 

介護人材の

確保・定着 

【施策の方向性】  

◆入職支援 

○ 7 点目文中の「市町村が実施する

ボランティアポイントの導入」を削

除し、第 2 編の第 1 章又は第 3 章で

の記載を提案します。 

 

国が定める第８期介護保険事業計画

の基本指針で、市町村が取組む事項と

して介護人材確保が加わりましたの

で、その一つの手法としてボランティ

アポイントについても言及しておりま

す。 

ご意見を踏まえ、「第３章第３節生

活支援サービスの充実」の「◆市町村

等への支援」の部分にも、ボランティ

アポイントの取組についても例示しま

す。 

20 73 

第２編 Ⅱ 

第 6 章 

第 1 節 

介護人材の

確保・定着 

◆雇用・労務管理の改善 

 

○ 次の内容を追加することを提案し

ます。 

・介護サービス利用者との信頼関係

に悩む事業者及び介護職員からの

悩みに対応した相談支援を行いま

す。 

ご意見の趣旨については、「第６章

第４節介護分野の職場環境改善の促

進」における介護サービス事業者への

アドバイザー派遣などで、具体的に支

援してまいります。 

21 78 

第２編 Ⅱ 

第 6 章 

第４節 

介護分野の

職場環境改

善の促進 

◆働き方改革の推進 

・１点目  

 

○ 冒頭の文章「介護サービス事業所

の人材確保・定着力を強化するため

に」を 

「介護職場の環境改善のために」に

変更することを提案します。 

ご意見を踏まえ、修正します。 
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No 
計画案の該当箇所 

意見の内容 県の考え方 
項 項目 

22 82 

第２編 Ⅱ 

第７章 

第２節 

高齢者の多

様な住まい

方への支援 

【施策の方向性】 

◆多様な住まいへの支援 2 点目の次

に 

 

○ 2 点目として次の項目の追加提案

をします。 

・養護老人ホームにおける契約入所

及び地域における公益的な取り組

みを促進します。 

ご意見を踏まえ、今後周知等を図っ

てまいります。 

 

23 

82 

 

83 

第２編 Ⅱ 

第７章 

第２節 

高齢者の多

様な住まい

方への支援 

○ 現状と課題に次の項目を明記する

ことを提案します。 

・身寄りのない高齢者が介護老人福

祉施設の入所を拒否されるケース

もあること 

ご意見のような例については、サー

ビスの提供を拒否する「正当な理由」

には該当せず、権利侵害の怖れもある

ケースですので、県社会福祉協議会に

設置される「運営適正化委員会」や、

「国保連合会による苦情処理事業」を

活用するなどの周知を図ってまいりま

す。 

 また、身元保証人がいないことのみ

を理由に入所を拒むことや退所を求め

るといった不適切な取扱いを行うこと

がないよう、法令等に基づき適切に指

導監査を行ってまいります。 

 

【施策の方向性】 

◆住まいの安定的な確保 

○ 次の 2 点を追加することを提案し

ます 

・身寄りのない高齢者が介護老人福

祉施設の入所を拒否されない仕組

みづくりの検討をします。 

 ・身寄りのないことを理由として介

護老人福祉施設の入所や利用を拒

否することがないよう、介護保険

法等の法令に基づく適切な指導、

研修・通知を行うとともに、身寄

りのない高齢者のセーフティーネ

ットについて強化していくととも

に、市町村には、入居対応につい

てのガイドラインやマニュアルの

作成を推奨します。 
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No 
計画案の該当箇所 

意見の内容 県の考え方 
項 項目 

24 87 

第２編 Ⅱ 

第 8 章 

第 2 節 

感染症対策

の推進 

【施策の方向性】  

◆支援体制の整備３点目 

 高齢者施設等で新型コロナウイルス

感染症等新型感染症が発生したこと

に伴い、介護職員等が不足する場合

に・・・・・他の法人の施設から応

援職員を派遣します。  

○ 文章内容の変更を提案します 

高齢者施設等で新型コロナウイル

ス感染症等新型感染症が発生したこ

とに伴い、介護職員等が不足する場

合に・・・・・他の施設からの応援

職員の派遣や災害対策と同様に地域

での協力体制の構築を図ります。 

「長野県高齢者福祉施設等応援職員

派遣支援事業」において、県内の高齢

者施設等から、347 施設、562 名が協

力施設、応援職員として登録をいただ

いており、この仕組みを活用して、県

内の感染症発生施設から派遣要請があ

った場合に、応援職員を派遣する体制

を構築しています。 

25 89 

第２編 Ⅱ 

第８章 

第 3 節 

要配慮者対

策の推進 

◇【施策の方向性】 

◆支援体制の整備 

2 つ目の・社会福祉法人、福祉職

能団体等が参画する災害福祉広域支

援ネットワークにおける災害派遣福

祉チーム員の養成・訓練の円滑な実

施を支援します。 

○ 下線部の追加を提案します。 

チーム員の養成の前に「災害派遣福

祉チームの周知及びチーム員の養成・

訓練……」 

ご意見を踏まえ、「・・が参画する

災害福祉広域支援ネットワークにお

ける、災害派遣福祉チーム員の養

成・訓練の円滑な実施及び、県民へ

の災害派遣福祉チームの周知を支援

します。」と記載を修正します。 

26 91 

第２編 Ⅱ 

第９章 

第１節 

高齢者の権

利擁護 

【施策の方向性】  

◆成年後見制度の利用促進 ・１点目 

○ 文章が長過ぎますので、次の２項

目にすることを提案します 

・認知症などにより判断能力が不十

分な……相談支援等を行う中核機

関の設置と機能強化を支援しま

す。 

・法定や任意の後見制度を普及する

ために地域における関係機関や専

門職団体等の連携体制づくりを支

援します。 

ご意見を踏まえ、修正します。 



9 

 

No 
計画案の該当箇所 

意見の内容 県の考え方 
項 項目 

27 91 

第２編 Ⅱ 

第９章 

第１節 

高齢者の権

利擁護 

【施策の方向性】  

◆成年後見制度の利用促進  

○・３点目として次の項目の追加提案

をします。 

・市町村成年後見利用促進基本計画

の策定を支援し、市町村成年後見

制度利用支援事業円滑な実施を支

援します。 

「長野県地域福祉支援計画」におい

て、「成年後見制度利用促進法で市町

村において努めることとされた、成年

後見制度利用促進のための体制整備と

中核機関等の設置や、成年後見制度市

町村計画の策定を支援します。」と明

記しているところです。 

28 101 

第３編 

１介護サー

ビス量の見

込みと目標 

１ 介護支援専門員の状況と見込みと

目標 

 (1)  介護保険サービス量の見込み 

○ 介護保険サービス（介護予防を含

む）を利用するために求められる居

宅介護支援・介護予防支援につなぐ

介護支援専門員の拡充について記載

されることを提案します。 

職能団体である長野県介護支援専門

員協会と連携し、介護支援専門員の人

材確保の状況について、実態把握に努

めてまいります。 

 


